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改正　平成18年10月１日訓令第35号

平成19年６月14日訓令第13号

平成20年７月１日訓令第３号
　（目的）
第１条　この訓令は、人事管理上必要があると認められる場合に、職員の退職の勧奨（以下「勧奨」という。）を実施することにより、その合理的な運用を図るとともに、職員の新陳代謝を促進し、もって業務の効率的な運営を確保することを目的とする。
　（定義）
第２条　この訓令において「職員」とは、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第３条第２項に規定する一般職に属する香取広域市町村圏事務組合の職員をいう。
　（対象職員）
第３条　勧奨の対象となる職員は、退職日現在において次の各号のいずれかに該当する者とする。
　(1)　勤続期間が20年以上の職員

　(2)  年齢が50歳以上で、かつ勤続期間が10年以上の職員
　（退職勧奨の実施）
第４条　退職の勧奨は、職員の家族の状況その他その者の事情を十分考慮して、管理者が退職勧奨通知書（別記第１号様式）により行うものとする。

（勧奨退職の承諾）
第５条　前条の規定により退職の勧奨を受け、これを承諾した職員は、当該退職勧奨通知のあった日から起算して1箇月以内に、退職願（別記第２号様式）を管理者に提出するものとする。

（勧奨の申出）
第６条　前２条の規定にかかわらず、第３条各号のいずれかに該当する職員が、自発的に勧奨を受けて退職しようとするときは、退職勧奨申出書（別記第３号様式）により管理者に申出するものとする。

２　前項の規定による申出の期間は、退職しようとする日の属する年度の７月１日から９月30日までとする。ただし、管理者が特に認めた場合はこの限りでない。

３　前２項の規定による申出があった場合において、管理者が必要と認めたときは、当該職員に対して退職勧奨を行うことができる。

４　前項の規定により退職勧奨を行う場合における手続等については、第４条及び第５条の規定を適用する。

　（退職日）

第７条　この訓令に基づいて退職する職員の退職日は、退職勧奨に応じた日以降における最初の３月31日とする。

　（退職勧奨の記録）
第８条　この訓令に基づく勧奨退職の記録は、人事主管課長が退職勧奨の記録（別記第４号様式）により行うものとする。
　（その他）
第９条　この訓令に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この訓令は、平成18年３月27日から施行する。
　（経過措置）
２　この訓令の施行の日の前日までに、解散前の職員の退職勧奨に関する要綱（平成８年小見川町外２町消防組合告示第７号）に基づきなされた承認その他の行為は、この訓令の相当規定によりなされたものとみなす。

　　　附　則（平成18年10月１日訓令第35号）
　この訓令は、平成18年10月１日から施行する。
　　　附　則（平成19年６月14日訓令第13号）
　この訓令は、公示の日から施行する。

　　　附　則（平成20年７月１日訓令第３号）
　この訓令は、平成20年７月１日から施行する。
別記

第１号様式（第４条）

退職勧奨通知書

第　　　　　号　　

年　　月　　日　　

　　所属

　　職

　　氏名　　　　様

香取広域市町村圏事務組合　　　　　　

管理者　　　　　　　　　　　　印　　

　　あなたは、香取広域市町村圏事務組合職員の退職勧奨に関する規程第３条第　　号に規定する退職勧奨の対象職員となるので、退職の勧奨を行います。

第２号様式（第５条）

退職願

年　　月　　日　　

香取広域市町村圏事務組合

管理者　　　　　　　　　様

所属　　　　　　　　　　　

職　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　印　　
　　私は、香取広域市町村圏事務組合職員の退職勧奨に関する規程に基づき退職の勧奨を承諾し、　　年　　月　　日で退職したいので、承認下さるようお願いいたします。

第３号様式（第６条）

退職勧奨申出書
年　　月　　日　　

香取広域市町村圏事務組合

管理者　　　　　　　　　様

所属　　　　　　　　　　　

職　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　印　　
　　私は、香取広域市町村圏事務組合職員の退職勧奨に関する規程第６条第１項の規定により、退職勧奨の申出をします。
第４号様式（第８条）

退　職　勧　奨　の　記　録

	氏名
	〔男・女〕
	生年月日
	年　月　日

（　　歳）

	
	
	採用年月日
	年　月　日

	所属・職名
	
	
	

	
	
	退職年月日
	年　月　日

	給料月額
	
	勤続期間
	年　月

	勧奨退職年月日
	年　月　日
	職員の応諾年月日
	年　月　日

	退

職

勧

奨

の

理

由


	

	参

考

事

項


	

	作成者の職名・氏名及び印
	㊞


（注）１「生年月日」欄の年齢は、退職時の満年齢を記入する。

　　　２「勤続期間」欄は、退職手当の算定の基礎となる勤続期間（月単位）を記入する。

　　　３「退職勧奨の理由」欄は、退職勧奨を行う事情その他の理由を記入する。

　　　４「参考事項」欄は、退職勧奨を行うに当たり留意した職員側の事情その他参考となるべき事項を記入する。
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